
令和 7 年 3 月

令和 7 年度 令和 16 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,200 円 2,443 円

2,200 円 2,454 円

2,200 円 2,459 円

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

　一部適用

弥富市下水道事業経営戦略

　弥富北西部：平成12年度（24年）
　広　大　海：平成14年度（22年）
　鍋　　　田：平成15年度（21年）
　十四山北部：平成11年度（25年）
　十四山南部：平成16年度（20年）
　十四山西部：平成21年度（15年）
　十四山東部：平成26年度（10年）

弥富市

農業集落排水事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

　15人/ha

　７処理場

　無

処 理 区 数 　７処理区

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　使用料徴収事務を海部南部水道企業団に委託している。

令和4年度 令和4年度

令和5年度 令和5年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　基本使用料　１使用月につき10m
3
まで1,000円

　超過使用料　排除汚水量 10m
3

 を超える場合１m
3
につき120円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　併用住宅用使用料体系と同じ

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和3年度

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　併用住宅用使用料体系

　基本使用料　１使用月につき10m
3
まで2,000円

　超過使用料　排除汚水量 10m
3

 を超える場合１m
3
につき120円

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和3年度



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　現在の民間委託を継続していく予定のため、指定管理者制度
については、未検討です。

　現在の民間委託を継続しつつ、ＰＰＰ・ＰＦＩについても検
討していきます。

 イ　指定管理者制度

　処理場・管渠・中継ステーション等の維持管理業務を民間委
託しております（７処理場）。

民 間 活 用 の 状 況

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　令和５年度に策定・公表しました、令和４年度決算「経営比較分析表」を添付しております。
　この経営比較分析表は経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本市の経年比較や他の類似団体との比較、複数の指標
を組み合わせた分析を行い、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することが可能となります。

職 員 数 　9人（公共下水道事業と農業集落排水事業を運営しています。）

　建設部下水道課
　（令和２年４月１日に経営管理グループを施設管理グループと業務グループに分割し業務配分の
見直しを行っています。）

　エネルギー利用に有効な施設がないため未検討です。

　活用する土地・施設がないため未検討です。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

処理区域内人口の予測

　将来行政区域内人口については、「弥富市人口ビジョン　令和６年３月」による推計人口を採用しました。この推計人口
は、国立社会保障・人口問題研究所による推計値に施策効果を見込んで推計したもので、第２次弥富市総合計画に採用した推
計人口です。この推計は、現況値より減少を続ける推計となっており、令和７年に42,551人である人口は、令和17年には
41,099人となり、10年間で1,450人程度減少する推計結果となっています。

有収水量の予測

　有収水量は、行政区域内人口の減少、接続人口の増加等の要因により横ばいの見込みとなっています。有収水量について
は、以下の手順で算定しています。
（１）整備区域内人口は、管渠整備面積と人口密度を基に算定しました。
（２）水洗化人口は、各年度の整備人口に水洗化率を乗じて算定しました。水洗化率は実績値より算定した結果、計画期間に
85％から88％へ上昇するものとなりました。
（３）流入汚水量は、１人あたりの汚水量原単位と水洗化人口を基に算定しました。汚水量原単位は実績相当の値としまし
た。
（４）有収水量は、流入汚水量と有収率（令和５年度実績）を基に算定しました。



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

使用料収入の見通し

　使用料収入は、行政区域内人口の減少、接続人口の増加等の要因により横ばいの見込みとなっています。ただし、水洗化率
はこれまで順調に増加し令和５年度で84%に達し、今後も増加を続けることで、目標年度令和16年度で88%程度になると推定し
ました。

施設の見通し

（１）管渠
　農業集落排水の管渠整備は完了しており、今後の新たな整備予定はありません。
（２）処理場・ポンプ場
　処理場についても整備は完了しており、今後の新たな整備予定はありません。
　また、改築事業（令和５年度より機能強化工事を実施）に着手済みです。

組織の見通し

　下水道課は９人の職員で公共下水道事業と農業集農排水事業を運営しています。経営戦略の計画期間内においては、現在の
組織体制を維持する計画です。

　全国的な人口減少傾向の中で、今後は本市の人口も減少する見込みです。農業集落排水の役割である「公衆衛生の向上」
「公共用水域の水質保全」「農村地域における資源循環」を持続させるため、適正かつ計画的な経費節減と使用料収入の確保
を基本方針とします。
　また、上記の役割を計画的に安定して果たすため、本市農業集落排水では次の目標を掲げます。

・施設の老朽化対策
　策定済みの最適整備構想に基づき、施設の機能強化を行い、老朽化した施設について改築更新を進めます。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（１）経費回収率の向上
　令和４年度で57％程度、計画期間内は50％前後で推移する見込みです。更なる向上に努めます。
（２）水洗化率の向上
　令和５年度で84％程度に達しています。今後も上昇を続け、計画期間内には88％程度になると予
測しています。長期的にも、水洗化率の更なる向上に努めます。

目 標
　他会計繰入金の使用抑制
　農業集落排水事業はその公共性から他会計繰入金も財源の一部となっているのが現状です。多く
の投資が必要となる中、市全体の財政の負担にならないよう、基準外繰入の使用抑制に努めます。

目 標

（１）使用料収入
　有収水量を推定し、最新の使用料単価（使用料収入/有収水量）の実績を乗じて推計しています。使用料収入は施設の維持管
理費の他、企業債償還金にも充当します。
（２）国（県）補助金
　国（県）による交付金が見込める事業（主に建設事業）に関しては、交付金を見込んでいます。
（３）加入分担金
　管渠の整備により利益を受ける住民の方に、建設費用の一部を加入分担金として負担していただきますが、整備は完了して
いるため、見込み額は０としています。
（４）他会計繰入金
　一般会計からの繰入金を見込んでいます。総務省から通知される繰り出し基準を踏まえて推計しています。
（５）長期前受金戻入
　固定資産の取得に充てるために交付を受けた補助金等を一旦、繰延収益（長期前受金）として貸借対照表の負債の部に計上
し、取得した固定資産の減価償却に見合う分を毎年度取り崩して収益に計上しています。

（１）営業費用（職員給与費）
　整備は完了していますが、機能強化工事に伴い資本的支出及び収益的支出への計上を行っています。職員数の増減は予測が
困難ですが、実績平均値により将来値を推計しています。
（２）営業費用（その他）
　主に施設の維持管理費を計上しています。汚水処理水量に比例する傾向にあるものと、そうでないものに分け、前者につい
ては処理水量あたりの費用の実績平均値に処理水量を乗じて算出し、後者については費用の実績平均値で将来値を推計してい
ます。
（３）減価償却費
　減価償却費は、建物や機械設備など、長期間にわたって利用する資産を購入した場合、その購入価額をいったん資産として
計上し、当該金額を資産の耐用年数にわたって規則的に費用として配分して算出しています。
　減価償却費についても、企業債償還金と同様に令和６年度までに取得済みの資産に係る減価償却費に、令和７年度以降に取
得予定の資産に係る減価償却費を加えて推計しています。

（１）建設改良費
　機能強化（最適整備構想）の費用及び職員給与費を計上しています。別途、全処理区にて機能強化工事が予定されていま
す。
（２）企業債償還金
　令和６年度までに発行済みの企業債に係る償還金に、上記建設改良費及び償還元金の財源として起債予定の企業債に係る償
還金を加えて推計しています。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　広域化・共同化の検討の中で民間活力を活用できる業務について費用対効果
を考慮し検討していきます。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組

　建設改良費について、国庫交付金や交付税措置の有利な起債等、適切な財源
確保を検討していきます。
　市からの繰入金には基準内繰入金と基準外繰入金がありますが、このうち公
費で負担すべきでない基準外繰入金の解消に努めます。

職員給与費に関する事項
　整備は完了していますが、機能強化工事に伴い資本的支出及び収益的支出へ
の計上を行っています。職員数の増減は予測が困難ですが、実績平均値により
将来値を推計しています。

動力費に関する事項
　老朽化する施設の維持管理を安定的に行うため、機能強化に伴い省エネ機器
を選定する等ライフサイクルコストを考慮しながら、コスト軽減に努めます。

修繕費に関する事項 　適切に維持できるよう、財源の確保に努めます。

委託費に関する事項 　統合できる委託業務について検討し、経費の節減及び効率化に努めます。

その他の取組
　接続促進、収納率向上等、財源確保の取り組みについては、費用対効果を考
慮し検討していきます。

薬品費に関する事項 ─

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

─

　公営企業である農業集落排水事業は、独立採算制の原則に基づき、事業を安
定的かつ持続的に経営していくため、適正な使用料の設定が求められていま
す。ただし、急激な使用料の値上げは、市民生活への負担も大きいため、十分
に精査し慎重に進める必要があると考えています。
　本経営戦略では収支ギャップ改善施策として、使用料収入を複数パターン想
定し、複数案の投資財政計画の検討を行いました。本検討結果を踏まえ、今後
は使用料の見直しについても検討していきます。
　今回策定の投資財政計画の結果、経費回収率は50％程度になると推計しまし
た。類似団体の令和４年度平均値（53％）と比べて低い数値ですが、100％を目
指して努力していきます。

使用料の見直しに関する事項

─

　広域化・共同化の検討の中で民間活力を活用できる業務について費用対効果
を考慮し検討していきます。

　本市の農業集落排水事業では、平準化ではなく同期化した機能強化工事を予
定しています。

　愛知県は国の要請に基づき、市町村の枠を超えた下水道施設の広域化・共同
化の検討に着手しており、本市も広域化・共同化の実現に向け検討（ハード対
策及びソフト対策）を行い、実現性のあるものに着手していきます。また、農
業集落排水の公共下水道への接続について検討していきます。

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項



５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　３～５年ごとを目途に事後検証および更新を計画していきます。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 71,579 72,236 72,326 72,461 72,461 72,505 72,505 72,505 72,505 72,416 72,416
(1) 71,579 72,236 72,326 72,461 72,461 72,505 72,505 72,505 72,505 72,416 72,416
(2) (B)
(3)

２． 325,360 308,042 321,422 324,795 321,196 320,507 326,130 320,842 318,320 317,954 313,229
(1) 144,106 126,489 135,689 135,903 131,872 132,686 136,891 136,562 136,233 136,220 135,047

144,106 126,489 135,689 135,903 131,872 132,686 136,891 136,562 136,233 136,220 135,047

(2) 181,254 181,553 185,733 188,892 189,324 187,821 189,239 184,280 182,087 181,734 178,182
(3)

(C) 396,939 380,278 393,748 397,256 393,657 393,012 398,635 393,347 390,825 390,370 385,645
１． 373,011 359,027 373,163 377,474 374,931 374,855 380,448 376,305 374,904 375,529 371,920
(1) 8,117 7,336 7,476 7,539 7,602 7,665 7,728 7,791 7,854 7,917 7,980

7,553 6,766 6,906 6,969 7,032 7,095 7,158 7,221 7,284 7,347 7,410
564 570 570 570 570 570 570 570 570 570 570

(2) 124,171 120,914 128,722 128,339 125,380 126,437 127,476 128,516 129,556 130,561 131,598
28,602 24,469 24,968 25,228 25,438 25,667 25,878 26,089 26,300 26,476 26,686
3,039 3,230 3,292 3,319 3,347 3,375 3,403 3,430 3,458 3,486 3,513

227 132 135 136 137 138 139 140 141 143 144
92,303 93,083 100,327 99,656 96,458 97,257 98,056 98,857 99,657 100,456 101,255

(3) 240,723 230,777 236,965 241,596 241,949 240,753 245,244 239,998 237,494 237,051 232,342
２． 19,312 16,680 15,860 15,015 14,002 13,441 13,403 12,322 11,231 10,157 9,097
(1) 19,212 16,580 15,760 14,915 13,902 13,341 13,303 12,222 11,131 10,057 8,997
(2) 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

(D) 392,323 375,707 389,023 392,489 388,933 388,296 393,851 388,627 386,135 385,686 381,017
(E) 4,616 4,571 4,725 4,767 4,724 4,716 4,784 4,720 4,690 4,684 4,628
(F)
(G)
(H)

4,616 4,571 4,725 4,767 4,724 4,716 4,784 4,720 4,690 4,684 4,628
(I) 27,579 32,150 36,875 41,642 46,366 51,082 55,866 60,586 65,276 69,960 74,588
(J) 119,337 127,182 135,197 142,364 147,578 152,518 157,302 162,022 166,712 171,396 176,024

11,930 12,040 12,055 12,077 12,077 12,085 12,085 12,085 12,085 12,070 12,070
(K) 157,951 154,773 151,555 149,827 139,394 137,096 132,643 133,149 130,584 127,822 124,644

101,702 98,524 95,306 93,578 83,145 80,847 76,394 76,900 74,335 71,573 68,395

56,249 56,249 56,249 56,249 56,249 56,249 56,249 56,249 56,249 56,249 56,249
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 71,579 72,236 72,326 72,461 72,461 72,505 72,505 72,505 72,505 72,416 72,416

(N)

(O)

(P) 70,400 71,579 72,236 72,326 72,461 72,461 72,505 72,505 72,505 72,505 72,416

令和１６年度

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益

本年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

長 期 前 受 金 戻 入

令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度

そ の 他
営 業 外 収 益

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

支 払 利 息

そ の 他
収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

流 動 資 産

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

51 57

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 103

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

64 70 77 84 90 9739 45

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により 算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

１． 113,000 90,389 75,706 46,020 71,251 107,687 20,389 21,182 18,928 16,256 14,235

35,000 49,300 44,074 40,874 30,520 27,915 20,389 21,182 18,928 16,256 14,235

２．

３． 30,894 3,274 3,290 2,400 490 224

４．

５．

６． 134,460 73,048 56,236 9,149 72,411 141,817

７．

８． 750

９．

(A) 279,104 166,711 135,232 57,569 144,152 249,728 20,389 21,182 18,928 16,256 14,235

(B)

(C) 279,104 166,711 135,232 57,569 144,152 249,728 20,389 21,182 18,928 16,256 14,235

１． 215,943 114,137 87,868 14,295 113,142 221,589

6,578 6,288 6,408 6,462 6,516 6,570

２． 101,702 98,524 95,306 93,578 83,145 80,847 76,394 76,900 74,335 71,573 68,395

３．

４．

５．

(D) 317,645 212,661 183,174 107,873 196,287 302,436 76,394 76,900 74,335 71,573 68,395

(E) 38,541 45,950 47,942 50,304 52,135 52,708 56,005 55,718 55,407 55,317 54,160

１． 59,469 49,224 51,232 52,704 52,625 52,932 56,005 55,718 55,407 55,317 54,160

２．

３．

４． 7,042 3,438 2,577 250 3,658 7,232

(F) 66,511 52,662 53,809 52,954 56,283 60,164 56,005 55,718 55,407 55,317 54,160

△ 27,970 △ 6,712 △ 5,867 △ 2,650 △ 4,148 △ 7,456

(G)

(H) 1,112,354 1,104,219 1,084,619 1,037,061 1,025,167 1,052,007 996,002 940,284 884,877 829,560 775,400

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

144,106 126,489 135,689 135,903 131,872 132,686 136,891 136,562 136,233 136,220 135,047

79,003 66,115 67,292 67,909 66,810 66,554 69,588 68,220 66,818 65,654 63,437

65,103 60,374 68,397 67,994 65,062 66,132 67,303 68,342 69,415 70,566 71,610

30,894 3,274 3,290 2,400 490 224

3,274 3,274 3,290 2,400 490 224

27,620

175,000 129,763 138,979 138,303 132,362 132,910 136,891 136,562 136,233 136,220 135,047

令和１６年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

本年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

工 事 負 担 金

令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

本年度 令和１５年度 令和１６年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度令和７年度

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和１４年度


